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都道府県農業会議会長　殿
全国農業会議所
会長　大田　豊秋
（公印省略）
「耕作放棄地全体調査要領」の改正について
　農林水産省は平成２３年８月１９日付けで「耕作放棄地全体調査要領」の改正を別添のとおり行いましたので、別添写しを送付いたします。
　つきましては、管内の農業委員会に対し「耕作放棄地全体調査要領」の改正について周知いただくとともに、改めて、農地パトロール（利用状況調査）の実施及び遊休農地所有者等への指導の推進方よろしくお願い申し上げます。
　なお、農業委員会系統組織ではすでに平成２３年６月１日に「農地パトロール（利用状況調査）実施要領」を決定しておりますが、今回の改正項目を盛り込んだ内容となっており、標記の改正に伴う修正・追加事項はありませんので申し添えます。
（同案内はメールにて送付しております）
記
【主な改正内容】
（１）耕作放棄地全体調査と利用状況調査の一体的実施
①　市町村と農業委員会との連携の手法を具体的に明記
②　本調査と利用状況調査の調査時期を統一
③　本調査の実施手順を５つに区分し、そのうち「現地調査」については、利用状況調査をもって実施する旨を規定
  　本調査と農業委員会が実施する利用状況調査における手法を具体的に整理し、一体的に実施することにより両調査の効率的かつ効果的な実施を図る。
（２）都道府県及び市町村からの要望事項への対応
①　食料・農業・農村基本計画において定められた食料自給率５０％の目標年である平成３２年まで本調査を実施する旨を明記
②　耕作放棄地の区分において、従前は一筆ごとに事前の解消方法の見込みを記入させていたが、これを廃止し、手順を簡素化
    耕作放棄地の区分（耕作放棄地の荒廃状況の把握）において、従前は一筆毎に解消分類の判定を行っていたが、これを廃止し、調査手順を簡素化した。
【送付資料】
・「耕作放棄地全体調査要領」の改正について（本文書）
・耕作放棄地全体調査要領の改正について
・耕作放棄地全体調査フロー図
・耕作放棄地全体調査要領（溶け込み版）
・調査様式（別紙１～別紙１０、参考）（溶け込み版）
・新旧表（本文）
・新旧表（調査様式）
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